
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：21－039） 

 

１ 台湾の中央感染症指揮センター（Central Epidemic Command Center）は 1

月 24日、パラオでの新型コロナウイルス感染者数の急増を受け、パラオから帰

国する台湾人旅行者への検疫強化として、到着後 5 日目までは政府施設での隔

離を受け、その後 16日間の自己健康管理を行う必要があると発表した。台湾外

務省はまた、パラオへの渡航警報について、注意を促す「グレー」とした。 

原文 

（25th January 2022, Island Times） 

 

２ ミクロネシア連邦（FSM）の巡視船 FSS Micronesiaと FSS Independence が

30年にわたる役務を終え、豪州に出航した。この 2隻と FSS Palikir の 3隻は

解役し、乗組員は（※新たに就役する）より大きなガーディアン級巡視船 2 隻

で訓練を受ける（※SRO News21-030参照）。FSMの Leonita Baccalando Jr 司

法長官代理は「豪州からの寄贈が FSM の海洋の資源管理と安全確保に貢献した

ことに疑いの余地がない」と述べた。在 FSM 豪州大使は「新造船はより速く、

より遠距離まで航行でき、より多くの人道的物資を運ぶことができる。また、

男性・女性いずれの乗組員も受け入れられるので、より多くの女性が勤務でき

る」と述べた。FSM のパニュエロ大統領は、「豪州の一貫した FSM への支援の

中でも際立った取り組みの一つが太平洋巡視船計画（Pacific Patrol Boat 

Program）である」と述べ、出発する乗組員 32 名の名前を読み上げ、一人ひと

りと握手を交わした。 

原文 

（19th January 2022, Kaselehlie Press） 

 

【調査研究】 

３ オーストラリアに拠点を置く漁業コンサルティング会社 MRAG Asia Pacific

が発表した調査報告書によると、太平洋における IUU 漁業は、依然として深刻

な問題ではあるが、年間 6億ドル以上の損失と見積もった 2016年の報告ほど大

きくはないことを示している。2016 年の報告書は、年間 306,440 トンのマグロ

が IUU 漁業によるものと推定したが、最新の報告書は、192,186 トンとしてい

る。なお、この数字は 2019 年の中西部太平洋地域のマグロ総漁獲量の約 6.5％

に相当する。新しい報告書は、「以前の報告書は不確実性が高いデータに基づ

く素案（first cut）の評価であり、不確実性の大きさを考慮して意図的に幅を

持たせた推定値である」と述べた。 

 調査報告書は、①フォーラム漁業機関（FFA）加盟国とパートナーの協力は

機能しており、他の地域と比較して FFA 地域での IUU の活動が低いのは、監視、

https://islandtimes.org/cecc-sets-curbs-on-travel-to-palau/


管理、警戒（Monitoring, Control and Surveillance：MCS）の枠組みが成功し

ている証拠である、②巻網漁業に対する MCS は強い一方、延縄漁業については

乗船監視員のカバー率が低く、公海上での取組みが多く求められ、海上での積

み替えが多いため沿岸国の MCS の機会が制限されるなど、MCS が弱いため焦点

を当てる必要がある、と指摘している。報告書は、今後行動が必要な分野とし

て、データを「相互検証」するためにマグロのサプライチェーン全体の監視を

強化すること、マグロの積み替えの監視と管理を高めること、特に公海上での

監視の無い中での大量の積み替えを行っている延縄漁業に重点を置くこと、な

どとした。 

原文 

（28th January 2022, Marianas Variety） 

 

４ トンガで 2 月 1 日、国内初の COVID-19 市中感染が報告された。2 日午後 6

時からロックダウンが開始され、離島間の交通は禁止された。6 日現在の感染

者数は７名となり、同日午後 6 時に期限を迎えた同国のロックダウンはトンガ

タプ島とヴァヴァウ島で 14日間延長され、エウア島とハアパイ諸島は解除され

た。ニウアス諸島の 2 島については、既に解除されている。トンガ保健相によ

ると、97％がワクチン 1 回接種済み、88％が 2 回接種済みで、5 日にニュージ

ーランドから約 1 万回分のファイザー製ワクチンが到着し、6 日から始まるブ

ースター接種に使用される。 

 今回の噴火・津波災害の正式名称は Hunga-Tonga-Hunga-Ha’apai (HTHH) 

volcanic eruption and Tonga tsunami (HTHH disaster)とされた。公式の死

者数は 4 名で、直接死 3 名のほか、ノムカ島の 40 歳女性 1 名が関連死となっ

ている。トンガ政府による初期被害評価（IDA）については現在分析中だが、

ロックダウンにより正式発表は未定となっている。1 月 31 日の時点で、465 世

帯 2,390 人（人口の 2.4％）が避難中で、54％がトンガタプ本島、31％がハア

パイ諸島、15％がエウア島となっており、465 世帯の 60％の家屋が全壊又は深

刻な被害となっている。救援物資の輸送に関しては、港と空港はスタッフと保

管施設の不足により混雑している。空港滑走路については、降雨の助けもあり

灰はほぼ取り除かれた。人道的ニーズはほぼ満たされているが、安全な水への

アクセスは引き続き差し迫った問題となっている。太平洋共同体（SPC）とニ

ュージーランドのマッセー大学は、火山灰のサンプルを分析し、灰は雨水タン

クを酸性にせず通常の予防策を講じれば飲用可能、また、食品に関しては少量

の灰を摂取しても健康上の問題を引き起こす可能性は低い、と結論付けた。 

原文 

（3rd February 2022, OCHA ReliefWeb） 

原文 

（6th February 2022, Matangi Tonga） 

https://mvariety.com/news/report-illegal-fishing-much-lower-than-2016-level/article_03a68536-7f87-11ec-b433-0b6fb1a6df24.html
https://reliefweb.int/report/tonga/tonga-volcanic-eruption-situation-report-no-3-3-february-2022
https://matangitonga.to/2022/02/06/two-new-pos-covid-19-cases-tonga


 
 

 


